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2018 年度に総務省が実施した第３回「地方公共団体における統計利活用表彰」において、

本市の取組である「横須賀市の EBPM 推進に寄与する経済波及効果分析ツールの開発と全庁

的活用」が最上位の賞となる総務大臣賞を受賞した。本報告の第１章および第２章では、そ

の一端を報告し、第３章では今後の発展的取組について報告している。 

 

 

  出所）総務省統計局公表資料を加工

https://www.stat.go.jp/guide/public/rikatsuyou/pdf/ho181018_ref.pdf 



 

 

 

  



 

 

 

【政策研究報告の概要】 

 

 

第１章 経済波及効果分析ツールの全庁的活用に向けた取組 

 横須賀市では、平成 29 年度（2017 年度）に産業連関表を用いた経済波及効果分析ツール

を独自に開発し、2018 年５月に活用マニュアルと併せて公表した。分析ツールを活用する

ことにより、簡易な操作で経済波及効果や雇用創出効果を分析することが可能となるため、

本市の EBPM（証拠に基づく政策立案）推進に寄与するものと考えられる。 

一方で、職員による分析ツールの活用可能性を高めるためには、活用マニュアルの作成だ

けでは不十分である。そこで、平成 30 年度（2018 年度）では、分析ツールの全庁的活用を

推進するために、主に４つの取組を行った。具体的には、日常的な分析支援、分析ツール操

作研修の開催、平成 31 年度（2019 年度）予算編成方針への記載、アンケート調査を基にし

た分析支援である。本章では、各取組の詳細について説明する。 

 

 

第２章 分析ツールの事業効果検証への活用 

 本章では、2018 年５月に開催された「ANA ウインドサーフィンワールドカップ横須賀大

会」を事例として、分析ツールを活用した事業効果の検証方法を説明する。具体的には、ま

ず、アンケート調査結果から宿泊客・日帰り客数と費目別消費単価を推計する。次に、開催

経費および来場者消費額（会場内・会場外）の経済波及効果を分析する。そして、経済波及

効果の観点から見た大会の課題を指摘する。最後に、大会の課題が改善された場合に、経済

波及効果がどのくらい増加するのか、シミュレーションを行う。 

 

 

第３章 今後の展開 

都市政策研究所では、今後、経済波及効果分析ツールや産業連関表の活用に関して、次の

３つの視点で展開していく。 

１つ目に、現状の分析ツールの機能は経済波及効果と雇用創出効果の分析に限定されて

いるため、その機能を拡充させる。具体的には、イベント開催など、生産増加がもたらす市

内への税収効果を分析可能としていく。 

２つ目に、統一された手法により県内市町村の産業連関表を作成して、同一内容の消費・

投資需要額であっても経済波及効果の多寡に差が生じることを、産業構造の観点から視覚

的に把握できるようにしていく。 

３つ目に、産業連関表の作成に必要な統計データや作成手順を事前に定義して、作表の多

くが自動的に行われるようにする。また、産業連関表のデータ更新を適宜行い、可能な限り

最新の経済状況を反映させて、その継続的な活用を実現していく。 
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